
令和７年度 第１回地域包括ケア推進協議会 議事次第 

                         日時：令和７年７月１７日（木） 

                            午後３時から午後４時半まで 

                         場所：山形市庁舎 １１階 大会議室 

１ 開会 

 

２ あいさつ 

 

３ 報告 

(１) 山形市地域包括ケア推進協議会設置要綱の一部改正について 

                       資料１－１～資料１－２（P1） 

 

(２) 地域包括支援センターの活動状況について    資料２－１～資料２－３（P7） 

 

(３) 令和７年度地域包括支援センター評価事業について       資料３（P131） 

 

(４) 山形市介護予防・日常生活支援総合事業の見直しの考え方について 

                  資料４（P133）、参考資料４－１（P135） 

 

 

４ 協議 

(１) 第９期介護保険事業計画及び一般介護予防評価事業（令和６年度分）の進捗状況等

について                  資料５－１～資料５－３（P137） 

 

(２) 地域包括支援センター職員の育児短時間勤務の利用について   資料６（P217） 

 

(３) 地域包括支援センターにおける指定介護予防支援事業等の委託先について 

                  資料７（P219）、参考資料７－１（P221） 

 

 

５ その他 

  ・第１０期介護保険事業計画の策定日程について       その他資料１（P223） 

  ・介護保険事業の実施状況について            その他資料２（P225） 

  ・ケアプランデータ連携システムの普及促進について     その他資料３（P231） 

 

６ 閉会  

≪次回会議予定≫ 

 令和７年 12月 11日（木） 

 午後３時から午後４時半まで 

 山形市庁舎 11 階大会議室 
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資料５ －１ 
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地域包括ケア推進協議会協議会委員（任期 令和６年度から令和７年度まで） 

 職         名 氏   名 

1 山形市社会福祉協議会 会長 今野 厚志 

2 山形市自治推進委員長連絡協議会 副会長 門脇 徹 

3 山形市民生委員児童委員連合会 副会長 長瀬 武久 

4 山形市医師会 理事 高橋 邦之 

5 山形市歯科医師会 専務理事 高田 元 

6 山形市薬剤師会 会長 筒井 伸 

7 山形県看護協会 常任理事 菅野 弘美 

8 山形県老人福祉施設協議会 副会長 横倉 克則 

9 山形県介護支援専門員協会 副会長 丹野 克子 

10 認知症の人と家族の会山形県支部 世話人代表 五十嵐 元徳 

11 山形県社会福祉士会 理事長 大江 祥子 

12 山形市老人クラブ連合会 会長 藤澤 睦夫 

13 山形市健康づくり運動普及推進協議会 副会長 松田 幸子 

14 富の中いきいき百歳体操 代表 滝口 明子 

15 宮城学院女子大学教育学部教育学科 名誉教授 熊坂 聡 

16 暮らしの保健室やまがた 会長 大竹 まり子 

事務局（福祉推進部） 

 職 名 氏 名 

1 福祉推進部長 平吹 史成 

（長寿支援課） 

 職 名 氏 名  職 名 氏 名 

1 課長 阿部 伸也 2 課長補佐 加藤 慶子 

3 介護予防調整主幹 舩山 由紀子 4 管理係長 鈴木 育子 

5 計画推進係長 稲村 好胤 6 地域包括支援係長 鈴木 壽幸 

7 ようご支援係長 進藤 義悦 8 長寿福祉係長 阿部 賢太 

9 予防推進係長 片桐 由嗣  

（介護保険課） 

 職 名 氏 名  職 名 氏 名 

1 課長 村上 武 2 総括主幹 寒河江 良治 

3 課長補佐(認定調整担当) 栗原 典子 4 管理係長 井上 奈々 

5 認定第一係長 伊藤 恵 6 認定第二係長 沼澤 春樹 

7 給付係長 五十嵐 奈美 8 介護保険料係長 槙 さおり 

（指導監査課） 

 職 名 氏 名  職 名 氏 名 

1 課長 佐藤 哲也 2 課長補佐 淺井 和江 

3 高齢福祉指導係長 石沢 優里 

（地域共生社会課） 

 職 名 氏 名  職 名 氏 名 

1 課長 鈴木 伸治 2 総括主幹 菊地 弘史 

3 人材確保推進係長 山口 貴洋 



1 

山形市地域包括ケア推進協議会設置要綱の一部改正について 

 

 山形市地域包括ケア推進協議会は、山形市地域包括ケア推進協議会設置要綱（以下、「設置要綱」

という。）に基づいて設置及び運営されています。また、山形市地域包括ケア推進協議会は、設置要

綱に基づき、介護保険法施行規則に規定する地域包括支援センター運営協議会を兼ねることとされ

ています。 

 この度、国の通知改正に伴い、次のとおり設置要綱を一部改正しました。 

 

１ 地域包括支援センター運営協議会とは 

  地域包括支援センターは、介護保険法施行規則により、市町村が設置した地域包括支援センタ

ー運営協議会の意見を踏まえて、適切、公正かつ中立な運営を確保することとされています。 

  令和６年８月５日付け厚生労働省通知「「地域包括支援センターの設置運営について」の一部改

正について」（以下、「国通知」という。）では、地域包括支援センター運営協議会の目的について

次のとおりとしています。 

 

運営協議会の目的は、センターにおける各業務の評価等を行うことで、センターの適切、公

正かつ中立な運営の確保を目指すことである。そのため、センターに年度毎の事業計画を立て

させ、業務の遂行状況を評価し、次年度の事業に反映させる等、ＰＤＣＡサイクルを確立させ

るために、センターから事業計画書等を提出させて評価する必要がある。 

 

  山形市では、市長が定める設置要綱に基づき、山形市地域包括ケア推進協議会が、地域包括支援

センター運営協議会を兼ねることとしています。 

 

２ 主な変更点 

 (１)国通知のとおり、地域包括支援センター運営協議会の承認事項から協議事項に変更された項

目があるため、国通知を参考にして修正。 

 (２)国通知のとおり、地域包括支援センターの職員配置基準や、地域包括支援センターが総合相

談支援事業の一部委託を行うことについて、地域包括支援センター運営協議会が意見を述べ

ることとして追加されたため、国通知を参考にして修正。 

 (３)介護保険法及び介護保険法施行規則の参照条項ずれ等を修正。 

 

３ 施行日 

  令和７年５月１日から施行。 

 

４ 新旧対照表 

  新旧対照表は次のとおりです。 

 

資料１－１ 
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改 正 後 改 正 前 

山形市地域包括ケア推進協議会設置要綱 

（設置） 

第１条 介護保険法（平成９年法律第１２３号。

以下「法」という。）第５条第４項に規定する地

方公共団体の責務に基づき、被保険者が、可能な

限り住み慣れた地域でその有する能力に応じ自

立した日常生活を営むことができるよう、保険

給付に係る保健医療サービス及び福祉サービス

に関する施策、要介護状態等となることの予防

又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止の

ための施策並びに地域における自立した日常生

活の支援のための施策を包括的に推進するため

に必要な事項を協議する会議として、山形市地

域包括ケア推進協議会（以下「推進協議会」とい

う。）を置く。 

（協議事項等） 

第２条 推進協議会は、次に掲げる事項を協議す

る。 

(１)～（３） ［略］ 

(４) 地域包括支援センター（以下「センター」

という。）の設置、変更及び廃止に関するこ

と。 

(５) センターが担当する圏域の設定に関するこ

と。 

(６) ［略］ 

(７) センターの設置者が法第５３条第１項に規

定する指定介護予防サービス事業者となるこ

とに関すること。 

(８) センターの設置者が法第５８条第１項に規

定する指定介護予防支援に係る業務の一部を

委託することができる法第４６条第１項に規

定する指定居宅介護支援事業者に関するこ

と。 

(９) センターの職員配置基準に関すること。 

(10) センターが法第１１５条の４５第２項第１

号に定める総合相談支援事業に係る業務の一

部の委託を行うことに関すること。 

山形市地域包括ケア推進協議会設置要綱 

（設置） 

第１条 介護保険法（平成９年法律第１２３号。

以下「法」という。）第５条第３項に規定する地

方公共団体の責務に基づき、被保険者が、可能な

限り住み慣れた地域でその有する能力に応じ自

立した日常生活を営むことができるよう、保険

給付に係る保健医療サービス及び福祉サービス

に関する施策、要介護状態等となることの予防

又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止の

ための施策並びに地域における自立した日常生

活の支援のための施策を包括的に推進するため

に必要な事項を協議する会議として、山形市地

域包括ケア推進協議会（以下「推進協議会」とい

う。）を置く。 

（協議事項等） 

第２条 推進協議会は、次に掲げる事項を協議す

る。 

(１)～（３） ［同左］ 

(４) 地域包括支援センター（以下「センター」

という。）の設置、変更及び廃止の承認に関

すること。 

(５) センターが担当する圏域の設定の承認に関

すること。 

(６) ［同左］ 

(７) センターの設置者が法第５３条第１項に規

定する指定介護予防サービス事業者となるこ

とについての承認に関すること。 

(８) センターの設置者が法第５８条第１項に規

定する指定介護予防支援に係る業務の一部を

委託することができる法第４６条第１項に規

定する指定居宅介護支援事業者の承認に関す

ること。 
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改 正 後 改 正 前 

(11)～(15) ［略］ 

(16) 法第１１５条の１４第６項の規定により指

定地域密着型介護予防サービスに従事する従

業者に関する基準及び指定地域密着型介護予

防サービスの事業の設備及び運営に関する基

準を定めることについて意見を述べること。 

(17) ［略］ 

２ 推進協議会は、前項第４号から第１２号まで

の事項を協議する場合にあっては、介護保険法

施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１

４０条の６６第１項第１号イに規定する地域包

括支援センター運営協議会を兼ねるものとす

る。 

第３条～第８条 ［略］ 

  

(９)～(13)  ［同左］ 

(14) 法第１１５条の１４第６項の規定により指

定地域密着型介護予防サービスに従事する従

業者に関する基準及び指定地域密着型サービ

スの事業の設備及び運営に関する基準を定め

ることについて意見を述べること。 

(15) ［同左］ 

２ 推進協議会は、前項第４号から第１０号まで

の事項を協議する場合にあっては、介護保険法

施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１

４０条の６６第１号ロ(２)に規定する地域包括

支援センター運営協議会を兼ねるものとする。 

 

第３条～第８条 ［同左］ 
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育児時間に伴う短時間勤務制度の利用について 

 

  山形市地域包括ケア推進協議会設置要綱の一部改正を踏まえ、次の項目において山形市地域包

括ケア推進協議会が「承認」する旨の記述を、「協議」する旨の記述に改めます。 

１ 労働基準法に基づく育児時間に伴う短時間勤務制度 

 ⑴ 対象者 

  労働基準法に基づく短時間勤務職員 

 

 ⑵ 対応の原則 

   勤務時間の考え方は、労働基準法第 32 条で定めている１週間 40 時間、１日８時間を原則として

おり、具体的には各センターにおける常勤職員の所定の勤務時間で勤務していることです。また、職

員が育児時間を取得することがあらかじめ分かっている場合は、委託業務として仕様書を満たすた

めに、常勤専従で勤務できる代替職員の配置による対応を行います。 

 

 ⑶ 例外 

   人員確保が困難などの理由により、原則での対応が難しい場合については、まずは以下の①での

対応を検討すること。それでも対応が難しい場合は②の対応により例外として認めることとします。

いずれの場合であっても、あらかじめ市に相談の上実施いただきます。 

  ①常勤換算での対応 

    ３職種（保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員、その他これらに準ずる者）２名により１名

分の常勤換算を行うことができます。その場合、地域包括ケア推進協議会での承認協議が必要とな

ります。ただし、専門職５人配置の地域包括支援センターにおける５人目の専門職については、地

域包括ケア推進協議会での承認協議は不要です。 

  ②【新設】常勤換算での対応ができない場合 

    常勤換算での対応が法人としてできない場合については、各センター１名につき以下の条件を

満たす場合に例外的に労働基準法に基づく短時間勤務職員についても常勤職員として認めること

とします。 

    ・短時間勤務制度を利用するまで過去 10月以上の期間、継続的にセンターに配置された職員で

あること。 

    ・専門職の人材確保ができないことや経験のある専門職がいないこと等、代替職員の配置が 

難しいこと。 

 

 ⑷ 手続き等 

   あらかじめ市と協議したうえで、センターから市へ任意の様式により協議書を提出してもらい、

市にて提出された書類を確認し、承認等の旨を返答することとします。また、委託契約は単年度契約

となりますので、年度ごとに協議が必要となります。 

 

 ⑸ 委託料について 

資料１－２ 
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   委託料については、仕様書の水準を満たしていただくことを前提に減額は行わないこととします。 

 

２ 育児・介護休業法に基づく育児時間に伴う短時間勤務制度 

 ⑴ 対象者 

  育児・介護休業法に基づく短時間勤務職員 

 

 ⑵ 対応の原則 

   職員が育児・介護休業等を取得することがあらかじめ分かっているのであれば、委託業務として

仕様書を満たすために、常勤専従で勤務できる代替職員の配置による対応を行っていただきます。 

 

 ⑶ 例外 

   人員確保が困難などの理由により、原則での対応が難しい場合については、まずは以下の①での

対応を検討すること。それでも対応が難しい場合は②の対応により例外として認めることとします。

いずれの場合であっても、あらかじめ市に相談の上実施いただきます。 

  ①常勤換算での対応 

    ３職種（保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員、その他これらに準ずる者）２名により１名

分の常勤換算を行うことができます。その場合については地域包括ケア推進協議会での承認協議

が必要となります。 

    なお、令和５年１月４日付け「地域包括支援センターにおいて方針に基づき配置する５人目の

専門職の取扱いについて」により、専門職５人配置の地域包括支援センターにおける５人目の専門

職については、地域包括ケア推進協議会での承認協議は不要です。 

  ②【新設】常勤換算での対応ができない場合 

    常勤換算での対応が法人としてできない場合については、各センター１名につき以下の条件を

満たす場合に例外的に育児・介護休業法に基づく短時間勤務職員についても常勤職員として認め

ることとします。 

    ・短時間勤務制度を利用するまで過去 10月以上の期間、継続的にセンターに配置されていた職

員であること（育児短時間勤務の場合は出産・育児休業を取得するまで） 

    ・専門職の人材確保ができないことや経験のある専門職がいないこと等、代替職員の配置が難

しいこと 

 

 ⑷ 手続き等 

   あらかじめ市と協議したうえで、センターから市へ任意の様式により協議書を提出してもらい、

市にて提出された書類を確認し、承認等の旨を返答することとします。また、委託契約は単年度契約

となりますので、年度ごとに協議が必要となります。 

 

 ⑸ 委託料について 

   委託料については、仕様書の水準を満たしていただくことを前提に減額は行わないことといたし

ます。 
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１．総合相談支援業務

【地域包括支援センターごとの相談件数】
増減 増減率

422 449
145 120
343 363
367 410
323 305
528 435
380 386
489 440
383 510
531 581
400 445
370 349
354 337
350 414

159 3%

【相　談　内　容】
R5 R6 増減

6,662 121 2%

民間サービス

増減率

地域包括支援センター相談実績等(４月～３月)

仕事と介護の両立

ごみ問題

多頭飼育

８０５０問題

ダブルケア

65歳未満の方

その他

 計

市保健福祉

障がい福祉

生活保護・生活困窮

医療

住まい

権利擁護

地区行事・サロン

安否確認

苦情全般

R6

一般介護予防

総合事業

介護保険

認知症

127
513

3,035
669

 計

R5

5,385

178
82
97
428
208
143
370
167
128
34
8
19
4
16
6
89
341

5,544

160
421

3,067
722
199
59
112
382
225
139
410
149
187
21
24
25
5
13
3
75
385

6,783

27
▲ 25

20
43

▲ 18
▲ 93

6
▲ 49
127
50
45

▲ 21
▲ 17

64

21
▲ 23

15

6%
▲17%

6%
12%
▲6%
▲18%

2%
▲10%
33%
9%
11%
▲6%
▲5%
18%

33
▲ 92

32
53

▲ 46
17

▲ 4
40

▲ 18
59

▲ 13
16
6
1

▲ 3
▲ 3
▲ 14

44

26%
▲18%

1%
8%
12%

▲28%
15%

▲11%
8%

▲3%
11%

▲11%
46%

▲38%
200%
32%
25%

▲19%
▲50%
▲16%
13%

なでしこ

大森

敬寿会

たきやま

ふれあい

山形西部

さくら

かがやき

霞城北部

霞城西部

蔵王

愛らんど

南沼原

金井

過去の件数計

R1： 5,010

R2： 5,042

R3： 5,116

R4： 5,105

過去の件数計

R1： 6,088

R2： 6,337

R3： 6,536

R4： 6,378

資料２－１

1 ページ
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【地域包括支援センターごとの相談内容内訳】
一般介護予防 総合事業 介護保険 認知症 市保健福祉 障がい福祉 生活保護 医療 住まい 権利擁護 民間サービス

8 33 289 43 8 6 1 28 16 7 23
34 30 277 64 9 1 4 18 11 9 22
3 3 112 11 2 0 2 3 3 4 0
5 7 86 10 5 2 1 1 2 3 0
0 44 231 67 9 3 3 15 9 6 7
0 45 226 67 9 0 6 12 12 10 8
7 54 187 28 4 4 3 14 24 8 10
4 36 220 48 7 4 8 18 36 11 19
17 18 164 37 8 3 6 23 5 3 10
9 11 159 24 16 2 5 8 5 4 11
20 45 237 58 20 10 6 77 14 11 6
40 27 191 35 19 2 5 24 4 2 1
9 18 237 63 12 2 4 30 18 16 9
4 21 243 79 7 3 9 21 14 9 8
27 99 316 95 27 9 17 83 34 20 18
14 94 271 85 14 10 21 74 35 18 11
1 37 174 53 17 12 5 14 5 10 47
1 18 240 56 17 5 16 36 21 13 87
4 23 268 27 22 6 18 45 23 23 160
15 20 275 45 26 6 14 44 30 24 141
1 40 250 43 7 6 14 38 20 5 31
1 34 250 75 22 8 6 32 11 6 39
13 27 224 48 6 7 6 24 12 18 22
9 17 219 47 9 4 4 38 8 9 12
2 29 216 41 18 7 6 27 16 4 14
3 23 207 28 18 4 8 22 13 6 13
15 43 130 55 18 7 6 7 9 8 13
21 38 203 59 21 8 5 34 23 15 38

行事 安否確認 苦情全般 仕事と介護 ごみ問題 多頭飼育 8050 ダブルケア 65歳未満 その他 計

17 9 8 2 1 0 4 2 4 6 515
19 6 1 8 2 2 2 1 7 23 550
0 2 0 0 0 0 1 0 1 1 148
1 1 0 1 0 0 0 0 0 1 126
1 6 1 0 0 0 1 0 5 51 459
2 10 0 1 2 2 1 0 8 44 465
17 5 4 0 0 0 0 0 3 6 378
29 14 0 1 1 0 2 1 5 5 469
12 9 5 0 5 1 1 0 10 45 382
6 13 8 0 5 0 1 0 13 46 346
43 30 0 3 2 1 4 0 13 34 634
22 58 0 3 1 0 2 1 5 22 464
2 22 3 0 1 0 1 1 13 12 473
1 12 1 0 1 0 1 0 5 22 461
7 11 5 1 8 2 0 3 26 50 858
0 17 2 2 1 0 2 0 18 57 746
3 5 2 0 0 0 0 0 2 16 403
14 8 1 0 2 1 1 0 2 16 555
35 12 1 0 0 0 3 0 0 10 680
25 20 1 1 2 0 0 0 2 13 704
5 5 0 0 2 0 0 0 6 43 516
2 8 1 2 1 0 0 0 3 49 550
6 6 4 1 0 0 1 0 4 17 446
7 6 3 1 4 0 0 0 5 26 428
1 4 0 0 0 0 0 0 1 16 402
3 1 2 0 0 0 1 0 1 17 370
18 2 1 1 0 0 0 0 1 34 368
18 13 1 7 3 0 0 0 1 44 552

R5
R6

R5

愛らんど

R6

R6

南沼原

金井

R6
R5

R5

蔵王
R5

R6

霞城西部
R5

たきやま

ふれあい

山形西部

さくら

かがやき

R5

R6

R5

R6

R6

R5

愛らんど

南沼原

金井

R6

R6

R6

霞城北部

R5

R5

R6

R6

R6

R6

R5

霞城北部

霞城西部

R6

R6

R6

R5
R6

R5

山形西部

R5

R5

ふれあい
R5
R6

敬寿会

たきやま

R5

R5

大森

R5
R6
R5
R6

なでしこ

R6

R5

さくら

かがやき

R5
R6

大森

敬寿会

R6

R5

R5

R5

R6
R5

R6
R5

R6
R5

蔵王

なでしこ

R6

6,662
6,786

2 ページ
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【相　談　経　緯】
R5 R6 増減率

計 5,401 5,577 3%

【相談後の連絡・調整件数】
R5 R6 増減率

 計 95,765 101,547 6%

行政機関（福祉関係部署）

行政機関（その他）

労働局・ハローワーク

警察交番

地域包括支援センター

認知症初期集中支援チーム

認知症地域支援推進員

在宅医療・介護連携室

生活支援コーディネーター

労働局・ハローワーク

認知症地域支援推進員

在宅医療・介護連携室

生活支援コーディネーター

成年後見センター等

障がい者相談支援センター

住宅関連業者

民間事業者

福祉まるごと相談員・CSW

その他

本人

家族等（家族等介護者以外）

家族等介護者

民生委員・福祉協力員・近隣住民・町内会

ケアマネジャー・サービス事業所・医療機関

17%
4%

▲1%
5%
0%

645

17
1
5
30
11
57
12
21

664
1,356
774

1,257
228
25
0
59

7590
15
5
0
41
8

9
16

755
693

1,342
816

1,262
266
32
0
65

17%
28%
-

10%
▲17%
▲12%
400%

▲100%
37%

▲27%
0%

▲25%
▲24%
▲29%
▲11%

本人・家族等

民生委員

福祉協力員

69
80

49
71

成年後見センター等

障がい者相談支援センター

住宅関連事業所

民間事業者

福祉まるごと相談員・CSW

その他

41,699
2,025
473

57

地区社協・町内会

近隣住民

ケアマネジャー

医療機関・薬局

行政機関（福祉関係部署）

行政機関（その他）

警察・交番

地域包括支援センター

認知症初期集中支援チーム

各種介護サービス事業者

854
258

10,212
21,838
5,176
7,051

879
365
365

456
4

288
788
590
196
80

1,023
467 ▲22%

▲19%
4%

451
358
378
694
406

44,058
2,238
452
635
326

11,488

514
2

242
860
910
228
94

31%
18%
5%

372
494
817
426

6%
11%
▲4%
▲26%
26%
12%
8%
3%

▲2%
13%

▲50%
▲16%

9%
54%
16%
18%

▲14%

6,882

23,565
5,335

過去の件数計

R1： 4,995

R2： 5,042

R3： 5,181

R4： 5,109

過去の件数計

R1： 100,336

R2： 102,184

R3： 105,309

R4： 96,801

3 ページ
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【実態把握の状況】
R5 R6 増減率

【介護予防教室の開催状況】
R5 R6 増減率

R5 R6 増減率

【各地域ケア会議の開催状況】
R5 R6 増減率

【認知症サポーター養成講座の開催状況】
R5 R6 増減率

２．包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

R5 R6 増減率

３．介護予防ケアマネジメント業務

【介護予防サービス・支援計画書作成数】

R5 R6 増減率
包括

委託

包括

委託

包括

委託

包括

委託

包括

委託
合計

介護予防支援

ケアマネジメントA

ケアマネジメントB

ケアマネジメントC

【介護支援専門員に対する研修会等の開催状況】

※R6年度重層的支援対象者実態把握の対象者内訳（第2号被保険者 62人、若年者 1人）
内容（障がい 17件、介護保険 3件、就労 16件、生活困窮 15件、暴力・虐待 14件、ひきこもり・不登校 13
件、ゴミ問題 5件、その他 36件）延べ件数

【担当地区内で開催された会議等への参加状況】

高齢者実態把握等

元気あっぷ終了者実態把握

重層的支援対象者実態把握

3,220
75
65

依頼 206 212

自主開催

共催

108
205

102
236

▲6%
15%

203
449

▲3%
15%

3%

3,309
60
63

3%
▲20%
▲3%

75
56
41
49

民生委員が主催する会議等への参加

その他の地域関係者・団体が主催する会議等への参加

210
390

97
53
13
20

29%
▲5%
▲68%
▲59%

実施回数（回）

個別地域ケア会議の開催

自立支援型地域ケア会議

圏域ネットワーク連絡会

地区ネットワーク連絡会

受講人数（人）

45
1,179

58
1,428

29%
21%

介護支援専門員のネットワーク構築・活用に係る会議等の開催

介護支援専門員に対する事例検討会や研修会の開催

38
36

36
27

▲5%
▲25%

1,638
360

▲9%
15%

1,057
119
77
1
18
0

2,790
480

1,484
414

1,021
127
87
3
15
0

2,607
544

▲3%
7%
13%
200%
▲17%

-
▲7%
13%

4 ページ
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